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おわりに
はじめに
金融サービスヘの課税は，国内のみならず国際的にも重要課題である。 EU
では，金融サービスおよび保険に対する付加価値税 (ValueAdded Tax, 以下
VATという。）の現代化］）の検討以降，それらをめぐる議論が継続している。
一方で，いわゆる金融危機以降，金融取引税 (FinancialTransaction Tax, 以下
FTTという。）が重要視されてきている。 FTTに関する欧朴I委員会指令提案2)
の目的は，金融取引課税に関する法律の協調と競争上の歪みを排除することに
＊ 本稿は，財団法人かんぽ財団の平成23年度助成による成果の一部であり，平成23
事務年度（第 2回）税務研究会（税務大学校・平成24年3月22日）および第53回関
大租税法研究会（平成26年10月29日）での報告を基礎としている。
1) Consultation Paper on modernising Value Added Tax obligations for financial 
services and insurances, 2006. 
2) See Proposal for a Council Directive implementing enhanced cooperation in the 
area of financial transaction tax, COM (2013) 71 final, Brussels, 14 February 2013. 
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あり，参加加盟国は金融取引に対する指令提案における FTTおよび VAT以
外の課税を維持または導入すべきではないとする。本稿が対象とする保険税は，
FTTとは異なる性質を有するものとしてその枠外に位置づけられるとともに，
保険契約の締結は FTTの対象外となっている叫
これまで EUでは， EU保険関係指令 （損害保険第 2次指令丸 損害保険第
3次指令5)および生命保険統合指令6)を合せて，以下このようにいう。）にお
いて，保険料への間接税の課税を認め， VAT指令（第 6次指令7)および2006
年指令8)の両者を合せて，以下このようにいう 。）では保険取引を VAT非課
3) Id., at14 and 17. 平成11年に廃止されたわが国の有価証券取引税は， FTTと同
様売買価額を課税標準とするものであり，保険取引は「有価証券」 （有価証券取
引税法2条）に含まれず，課税対象外であった。
欧州保険協会 (InsuranceEurope) は，次の理由から FTT導入に反対している。
すなわち，保険会社は保険契約者から先に保険料を受け取ってそれを金融資産投資
に回すため，金融投資は保険会社にと っては重要であること，すべての金融取引に
投機目的か投資目的かに関わらず課税することによ って保険契約者の保険コストが
著しく 上昇 し， 長期性商品のリター ンが減少すること，結果として， FTTの実質
的な負担者は消費者となることを理由に挙 げている (SeeInsurance Europe 
comments on the Commission's proposal for a Council Directive implementing 
enhanced cooperation in the area of financial transaction tax, at 2. 生命保険経営81
巻 6号 (2013年11月） 169-170頁）。
4) Second Council Directive 88/357 /EEC of 22 June 1988 on the coordination of 
laws, regulations and administrative provisions relating to direct insurance other 
than life assurance and laying down provisions to facilitate the effective exercise 
of freedom to provide services and amending Directive 73/239/EEC, OJ L 172 of 
4 July 1988. 
5) Council Directive 92/ 49/EEC of 18 June 1992 on the coordination of laws, 
regulations and administrative provisions relating to direct insurance other than 
life assurance and amending Directives 73/239/EEC and 88/357 /EEC (third 
non-life insurance Directive), OJ L 228 of 11 August 1992. 
6) Directive 2002/83/EC of the European Parliament and of the Council of 5 
November 2002 concerning life assurance, OJ L 345 of 19 December 2002. 
7) Sixth Council Directive 77 /388/EEC of 17 May 1977 on the harmonization of 
the laws of the Member States relating to turnover taxes-Common system of 
value added tax: uniform basis of assessment, OJ L 145 of 13 June 1977. 
8) Council Directive 2006/112/EC of 28 November 2006 on the common system of 
value added tax, OJ L 347 of 11 December 2006. 
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税と規定する一方，保険契約に対し VATによらない課税を容認している。こ
の点に関して，金融取引は消費税としての VATになじまないため，その課税
は必要に応じ VATとは別の方法で行われているとされる凡例えば， ドイツ
や英国では一定の保険契約に対して特別な税（ドイツでは Versicherungs-
teuer, 英国では InsurancePremium Tax。以下ではこれらを「保険税」とい
う。）を課している）0)。さらに， EUでは， VATの課税上，保険取引につい
て課税の選択（オプション）制度の導入が検討されている II)。一方，ニュー
ジーランドでは，わが国と同様に EUの VATを参考にして GST(Goods and 
Services Tax)制度を構築しているが，すべての保険取引を非課税としない独自
の課税制度を有している 12)。このような VAT(GST)非課税に留まらない諸
外国の保険取引への課税の取組みに鑑み，わが国においても，改めて保険取引
への消費課税のあり方を検討する必要があろう。
本稿の問題意識は，これまでの筆者の保険取引をめぐる VATの研究に端を
9) 木下和夫「付加価値税ー一その理論と実務 一ー』 財経詳報社 (1974年） 87頁。
10) Versicherungsteuerを文献によっては「保険料税」とするものもあるが，本稿で
は「保険税」とする。米国では州レベルにおいて， InsurancePremium Tax (本稿
の対象と区別するため，以下「保険料税」とする）が存在する。米国の保険料税は
法人事業税の枠内のものであり，納税義務者および担税者は保険会社である。米国
の保険料税の若干の分析については，拙稿「保険業と法人事業税ーー地震保険を中
心に一一」「大震災と税制• 財政の諸問題に関する研究』 2012年度立命館大学・東
日本大震災に関る研究推進プログラム報告書 1頁以下参照。
11) EUにおける課税の選択制度については，村井正「消費税法上の非課税取引は
全廃化，課税選択権か一一最善策が無理であれば次善策を一ー」税研29巻 5号
(2014年） 16頁以下，西山由美「金融セクターに対する消費課税ー一非課税と仕入
税額控除の不整合への対応」金子宏他編「租税法と市場』（有斐閣・ 2014年） 298頁
以下，拙稿「EU 付加価値税の動向一―—保険取引を中心に一ー」関西大学法学論集
62巻4・5号 (2013年） 235頁以下参照。
12) ニュージーランド GSTについては，拙稿「保険取引への消費課税ーーニュー
ジーランドの制度との比較から一ー」税法学565号 (2011年） 149頁以下，沼田博幸
「保険取引に対する消費課税について一ー損害保険に対する課税を中心として一ー」
会計論叢6号 (2011年） 13頁以下，渡辺智之「ニュージーランド税制改革における
消費課税―-GSTの導入から引上げに関する考察」税務弘報59巻 7号 (2011年）
104頁以下。
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発する13)。EUの VAT制度とわが国の消費税制度はいずれも保険取引を非課
税としているが，その理由は，消費税になじまないという一般的に示されてい
る理由だけではなく，欧外1では保険税の存在も大きいと思われる。
本稿では，保険税の法的性質はいかなるものか，保険税は VATを補完すべ
く消費課税の一端を担う性質を有するものなのか， という視座のもと法的分析
を行う。まず， EU保険関係指令および VAT指令における保険取引の課税上
の取扱いについて触れ，その後， ドイツおよび英国の保険税制度を概観する。
ドイツは1900年代初めに保険税を導入しており， VAT制度採用前からの長い
経験を有している。 一方で，英国では，欧州経済共同体 (EEC)加盟後の
1972年に VATを導入した際に EEC型 VATに倣って金融サービスを非課税
とし14), その後1994年に保険税を導入している。両国を本稿での分析対象に据
えるのは，保険税の導入時期の違いはそれぞれの導入理由の違いとなって現れ，
そこから保険税の法的性質およびVATとの関係を導き出せるのではないかと
考えるからである。
さらに，保険関係が複数国に跨る場合に，保険税の課税管轄が問題となる。
この課税管轄の問題は，保険税に限らず，グローバルに行われる保険取引への
課税を考えるうえで重要である。そこで，本稿の後半では，保険税の課税管轄
について争われた ECJ(European Court of Justice)判決およびその後のドイツ財
政裁判所判決を取り上げ， リスクの所在と課税管轄の問題について若干の検討
を行う 。わが国では海外直接付保規制等により国境を跨ぐ直接保険取引は限定
的になるが， 2012年改正後のドイツの保険税は， ドイツに関係会社を有するわ
が国の法人にも関連する場合が考えられる。今後の保険取引の消費課税のあり
方を検討するにあたっては課税管轄の問題は考慮すべき要素の一つである。
13) 先に示したもののほか，拙稿「保険取引の消費課税上の問題—ECJ 判決の分
析から一ー」『租税の複合法的構成』（清文社・ 2012年） 483頁以下。
14) A.E.J. Thompson, The Canadian Proposal for a Value-Added Tax on Financial 
Institutions and Its Application to the Insurance Industries, Canadian Tax Journal 
Vol. 36, No. 5, 1988 at 1191. 
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1. EU指令における位置づけ
EUでは，取引高税 (turnovertax) に関する加盟国の法律の協調に関する第
1次指令15)1条で，当時実施されていた取引高税に代えて，共通の VAT制
度を導入することを規定している。この目的は，取引高税によって生じていた
競争上の歪みを VATの導入により排除することにあった16)。同指令により取
引高税は廃止されたが， EU保険関係指令および VAT指令では，保険契約に
ついて VATによらない一定の課税を認めている。
EU保険関係指令前文では，保険取引に間接税を全く課さない加盟国が一部
存在する一方で，特別な税を課す加盟国が大多数であり，そのような特別な税
の仕組みや税率は加盟国間で相当の差があることから，保険サービスの競争上
の歪みが生じないように，今後の調和化までは， リスク所在地国の税制を適用
することによってこの問題が改善されることを期待し，保険取引への課税にむ
しろ積極的な立場を示している17)。この前文を受けて， EU保険関係指令では，
保険契約への間接税の課税およびその課税管轄について規定している。すなわ
ち，損害保険第 3次指令46条は，「今後の調和化に抵触することがなければ，
すべての保険契約は，専ら，損害保険第 2次指令第 2条(d)に定義するリスク所
在加盟国において保険料に係る間接税およびこれに類する課徴金 (parafiscal 
charges) に服するものとする……」と規定する（損害保険第 2次指令25条同
旨）。また，生命保険統合指令50条においても，課税管轄を「約定締結加盟国
(the Member State of the commitment)」と規定するほかは，ほぼ同様の内容と
なっている。
15) First Council Directive of 11 April 1967 on the harmonization of legislation of 
Member States concerning turnover taxes (67 /227 /EEC). 
16) 第 1次指令前文，第3次指令 (Third Council Directive 69/ 463/EEC of 9 
December 1969 on the harmonisation of legislation of Member States concerning 
turnover taxes-introduction of value added tax in Member States (69/463/EEC)) 
前文， 2006年指令前文 (4)。
17) 損害保険第 3次指令前文30,損害保険第 2次指令前文 15および生命保険統合指
令前文55。
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2006年指令135条(l)(a)では，保険ブローカーおよび保険エージェントが行う
関連サービスを含む保険および再保険取引を非課税と規定する （第6次指令13
条B(a)同旨）。また， 2006年指令401条は，他の共同体法の規定に抵触すること
がなければ，加盟国による保険契約への課税の維持または導入を防げない旨を
規定する（第 6次指令33条同旨）。この規定は，加盟国が財・サービスの移動
および商取引に対し VATと同等の租税を課すという財政措置をとることに
よって， VATの共通システム機能が損なわれないようにすることを目的とし
ている 18)。保険税の課税対象は「保険契約」であり，「保険取引」を対象とす
る VATの非課税範囲と同様またはそれよりも狭く， 一般に保険契約者は
VATと保険税を重複して負担することはない。
欧州経済共同体が VATを導入するにあたり金融サービスを非課税とした理
由として，次の三つが指摘されている19)。第一に， VATの前身である取引高
税は金融サービスに課されていなかったため， VATにおいても課税しないこ
とが理にかなっていること，第二に，多くの加盟国は金融サービスに保険税ま
たは賃金税などを採用していたこと，第三に，金融取引および金融サービスの
付加価値を決定するのが困難であったこと，である。この三つの理由のうち，
第二の保険税の存在については，保険税は保険料に係る実質的な取引高税であ
り，歳入意識の高い立法者が進んで保険取引を VAT非課税とすることに賛成
した理由であるとの指摘がある20)。また，第三の理由に関しては，保険税が非
18) Case C-295/84 SA Rousseau Wilmot v Caisse de compensation de 
!'Organisation autonome nationale de l'industrie et du commerce (Organic) [1985] 
ECR 3759, para. 16. 
19) Robert F. Van Brederode, New Developments in the European Union: 
Taxation of Financial Services Under a Credit Invoice Method VAT, International 
Tax Journal Vol. 21, 1995, at 5-6. 
Thomas S. Neubig and Harold L. Adrion, Value Added Taxes and Other 
Consumption Taxes: Issues for Insurance Companies, Tax Notes, Nov 1993, at 
1005. 
20) Thomas G Thornbury, A Better Way To Include General Insurance in VAT 
Systems, International VAT monitor Vol. 2. No. 5, 1991, at. 2. 
21) この当時のフランスの付加価値税および保険税については，藤原雄三 「フラン/'
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常に高いフランス21)の保険業界は，保険取引に対する低税率での VAT課税
に賛成したが，適切な課税ベースを測定することが困難であったため，欧州経
済共同体の支持を得られなかったとされている22)。
一連の指令により， EU加盟国では，保険取引を VAT非課税とする一方，
保険契約について保険税の維持または導入が認められている。そこで次に， ド
イツおよび英国における保険税制度および VATの非課税規定についてそれぞ
れ概観する。
2. ドイツの制度
(1) 導入の経緯
ドイツでは， 1913年ラィヒ印紙税法 (Reichsstempelgesetz1913) により，保険
による補償価格を可能な限り捕捉したいという目的のもと，それまでの保険に
対する文書主義による課税を改め，その97条で，文書作成 (Beurkundung)に
関係なく支払事象 (Zahlungsvorgang) を課税対象とすることにした。その結果，
保険文書ではなく保険関係 (Versicherungsverhaltnesses)が課税対象となった。
その後， 1922年保険税法 (Versicherungsteuergesetz 1922) により，明確に文書課
税を廃止し，保険税を課税することになった。この保険税法に基づく課税は，
国家の財政需要の充足という正当化される理由を根拠にしている23)。
1990年 6月28日付欧州共同体の保険法勧告指令の実施のための法律24)によ
り，損害保険第 2次指令2条(d)にいう「リスク所在加盟国」の規定に則した形
での保険税法の改正 (1条ほか）が行われ，当該指令が国内法に取り込まれる
ことになった25¥
＼スにおける付加価値税法と金融活動税法の概観 (1), (2・ 完）」税法学272号
(1973) 1 -21頁，273号 (1973)27-45頁参照。
22) Supra note 14, at 1190-1191. 
23) この段落の記述は次の文献を参照。HolgerEhlers, V ersicherungsteuer und der 
Begriff der Versicherung im Versicherungsteuerrecht, S 4-5. 
24) Gesetz zur Durchfiihrung versicherungsrechtlicher Richtlinien des Rates der 
Europaischen Gemeinschaften (EG) vom 28. Juni 1990 (BGBI I 1990, 1249). 
25) FG Miinchen, Urteil vom 21. 4. 2010-4 K 2880/05, DStRE 2010, 1527. 
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現行法は， 1996年保険税法 (Versicherungsteuergesetz1996)であり，その最終
改正は， 2013年12月18日付法律による。この改正は，保険業界による保険税負
担を回避する商品開発が近年増加傾向にあることおよび行政上の経験から規定
の補足と明確化が必要となったことから行われたものである26)。
(2)内容
ドイツの保険税は， 1996年保険税法により，基本的には契約等から生じる保
険関係に基づく保険対価 (Versicherungsentgelt)の支払いに対して課せられる
(1条 1項）。生命保険，再保険その他一定の保険に係る保険対価の支払には，
保険税は課されない (4条）。保険税の額は，個々の保険毎に (5条 1項），原
則として，保険税を除いた保険対価に19%の標準税率を乗じて算定される (6
条 1項）27)。保険税の標準税率は売上税 (Umsatzsteuer)の標準税率 (19%) に
連動している。保険税の納税義務者は保険契約者であるが，通常，保険者が徴
税義務者 (Steuerentrichtungsschuldner) となっている (7条 1, 2項）。保険者
は，保険契約者に代わって申告期間終了後15日以内に申告納税する (7条2項，
8条 1項）。申告期間は原則暦月であり，前暦年の税額が一定額以下の場合は
4半期または暦年となる (8条2項）。
保険契約には，保険の目的となる損失 (Verluste) または損害 (Schaden) を
共同で負担するような複数の人または社団 (Personenvereinigungen)間の協定も含
まれる (2条 1項）が，保険者が契約により保険契約者に金銭保証 (Btirgschaft) , 
担保 (Sicherheit)を約する契約は保険契約とみなされない (2条2項）。
26) Deutscher Bundestag, Drucksache l 7 /10039, 17. Wahlperiode, 19. 6. 2012. 
27) 実際には，火災保険および火災営業中断保険の場合は保険対価の60%相当額の
22%, 住宅保険の場合は保険対価の86%相当額の19%, 家財総合保険の場合は保険
対価の85%相当額の19%, ひょう・暴風・極寒・豪雨・洪水被害に対する保険お
よび農業用ひょう害防止ガラス屋根に係る保険の場合には保険年度ごとに保険金
額の0.03%, 一定の条件に基づく船舶保険の場合には保険対価の 3%, 積立型傷
害保険の場合には保険対価の3.8%など細分化されている (6条2項）。火災保険等
について保険対価の一定割合のみが保険税の対象となっているのは，消防税
(Feuerschutzsteuer) との関係である（保険税法 5条 1項 1文）。
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保険対価 (Versicherungsentgelt) は，保険関係の成立および実施のために保
険者に生じるあらゆる給付 (Leistung) をいい，例えば，保険料 (Pramien), 掛
金 (Beitrage), 前払掛金 (Vorbeitrage) , 前渡金 (Vorschuesse), 後払金
(Nachschuesse), 賦課金 (Umlagen), 保険証券発行手数料その他の付随費用が
含まれる (3条 1項 1文）。ただし，代替証券の発行及び督促費用といった費
用は含まれない (3条 1項 2文）。配当 (Gewinnanteil)が保険料から差引計算
され，保険者に保険料と配当の差額のみが支払われる場合には，この差額が保
険対価となる。
(3) 売上税非課税
ドイツでは，付加価値税は売上税として売上税法 (Umsatzsteuergesetz2005) 
に基づき課される28)。売上税は，国内事業者が対価を得て自己の事業の範囲内
で行う供給およびその他の給付に係る売上に課される (1条 1項 1号）。ただし，
保険税法にいう保険関係に基づく給付（保険税が課せられていない場合も含
む。） (4条10項 a)' その他の対人保険保護 (PersonenVersicherungsschutz) を
調達する場合の給付 (4 条 10項 b),住宅金融公庫代理店
(Bausparkassenvertreter), 保険代理人 (Versicherungsvertreter)および保険ブロー
カー (Versicherungsmakler)としての活動から生じる売上 (4条11項）は非課税
とされている。
VAT指令および次に見る英国の規定ぶりと異なり，売上税法上，「保険税
法にいう保険関係に基づく給付」は非課税とすると規定している29)。これによ
り，保険税と売上税の課税の重複はなくなるとともに，両者に代替性または少
28) 売上税の導入の経緯については，吉村典久「VAT導入の経緯ーードイツ売上税，
フランス取引高税の展開と市場統合」税務弘報60巻 7号 (2012)106頁以下，西山
由美「消費課税と租税文化—売上税法起草者ポーピッツの理論とその展開」森
征一編『法文化としての租税』（国際書院・ 2005)199頁以下参照。
29) ドイツの非課税規定は，便宜的に，ある取引について他の租税が課されるという
理由によるものと文化的・社会的および経済的政策目的によるものの二つに分類で
き，保険税が課される保険取引は前者とされる （中村英雄 「西ドイツ付加価値税の
研究』千倉書房 (1973年） 178頁）。
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なくとも牽連性があることを法律上示しているといえよう 30)。
3. 英国の制度
(1) 導入の経緯
英国の保険税は， 1994年に，原則としてすべての保険契約に単一税率
(2. 5%) で適用するものとして導入された。その導入の目的は，特に国内家電
の供給者が保険取引への VAT非課税の便益を受けるため， VATの対象とな
る販売家電またはレンタル家電の修理およびメンテナンスといったサービス契
約をその契約に付随する保険契約として振り替える傾向にあったことを阻止す
るためである31)。しかし，導入当初の保険税の税率は， VATの標準税率より
もかなり低く，効果がなかったため， 1997年財政法 (FinanceAct 1997) 21条に
よって，国内家電，自動車および旅行に関する保険料にのみ適用可能な，
VATの標準税率に等しい保険税の高税率 (17.5%) が新たに導入された。課
税当局には，この高税率の導入によって，国内家電の供給者がその家電とそれ
に係る保険の価格を操作して保険取引への VAT非課税を利用するという「価
値移転 (value-shifting)」を防ぐ目的があった32)。これらの経緯から，英国にお
いても，保険税と VATには牽連性を認めることができる。
(2)内容
英国の保険税は， 1994年財政法 (FinanceAct 1994) に基づき課されている。
課税対象となる保険契約につき保険料が受領される場合に，その保険料の受
領時に保険者が保険税を徴収する (49条）。課税対象額は，課税対象に含まれ
る租税を加えた保険料相当額である (50条）。税率は， 6%の標準税率と20%
の高税率 (2011年 1月4日からの VAT税率引き上げに連動）の 2種類であり
30) 売上税に関する基礎的な書物では，この規定について，「売上税は保険税の陰に
隠れる」と説明している (WolfangJakob, Umsatzsteuer 4. Auflage, RN 728.)。
31) Case C-308/01 GIL Insurance Ltd and Others v Commissioners of Customs & 
Excise [2004] ECR I-04777, para. 14. 
32) Id., para. 16. 
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(51条），高税率は，自動車および二輪車の販売に付随する保険契約，国内向け
家電または機械の販売に付随する保険契約並びに旅行保険に適用される (51A
条， Schedule6A Part I)。国内の電気製品に関しては，保険者が電気製品の
供給者と関連がある場合，保険者がその供給者を通じて契約をする場合または
その供給者が保険の提供につき手数料を受け取る場合にのみ高税率を適用す
る33)。保険税の納税義務は保険者にある (52条）。
課税対象となる保険契約は， Schedule7AのPartIに掲げられた生命保険や
再保険契約などの非課税保険契約34)以外のあらゆる保険契約で，英国内にリ
スクが所在するものに限られる (70条）。保険者と締結した保険契約でない契
約には規制上保険とされるものであっても適用せず35),保証 (guarantee)およ
び金融商品 (financialinstrument) にも適用しない36)。課税対象となる保険契約
について保険料を受け取る保険者は，保険税の適用上課税対象事業者とされ，
保険事業を行うための金融サービス庁の許可を受けている会社に限定されな
ぃ37)。保険料は保険者がその課税対象となる保険契約に基づいて受け取るあら
ゆる対価をいい，第三者が保険者の代わりにその保険契約に基づき支払いを受
ける場合には，保険者が受け取ったものとみなす (72条）38)。付保されたリス
33) Id., para. 12. 
34) Schedule 7 AのPartIに掲げる非課税保険契約とは以下のものである。① 再保
険契約 (para.1), ② 医療保険 (medicalinsurance)以外の生命保険，長期就業不
能保険 (permanenthealth insurance)その他すべての長期保険契約 (para.2), ③ 
障害者用自動車に関する契約 (para.3), ④ 商船に関する契約 (para.4), ⑤ 救命
ボートおよび救命ボート設備に関する契約 (para.5-6) , ⑥ 民間航空機に関する契
約 (para.7), ⑦ 英国外のリスクに関する契約 (para.8), ⑧ 外国の鉄道車両ある
いは国際鉄道車両に関する契約 (para.9), ⑨ 英仏海峡トンネルに関する契約
(para. 10-1 I) , ⑩外国輸送あるいは国際輸送中の財に関する契約 (para.12), ⑪ 
クレジットに関する契約 (para.13), ⑫ 為替差損に関する契約 (para.14), ⑬ 金
融手段 (financialfacility)の提供に関する契約 (para.15)。Alsosee Notice IPT 
1: Insurance Premium Tax, 10 April 2014, para. 2.3. 
35) See Notice IPTI: Insurance Premium Tax, IO April 2014, para. 2.2. 
36) Id., para. 2.2. 
37) Id., para. 2.2. 
38) Id., para. 3.1. 
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ク，保険契約者負担の管理費，ブローカーその他の仲介者に支払われる手数料
(commission), 分割払あるいは延払い特約 (facility)または租税に起因する支払
いも含む（同条）39)。一つの保険契約に非課税要素，高税率要素，標準税率要
素が含まれている場合には，要素ごとに抽出して課税される (69条）。
課税対象となる保険契約に基づく保険料の額が公開市場における受取額より
少ない場合には，長官は，公開市場における保険料を受け取ったものとして，
保険料の額を決定する (66条）。例えば，関連者間の保険契約の場合に公開市
場と異なる保険料の授受があったとしても，公開市場条件での保険料に保険税
が課されることになる。よって，この規定は，保険料を過小評価することによ
る租税回避を防止するための規定であるとされる40¥
(3) VAT非課税
1994年付加価値税法 (ValueAdded Tax Act 199441)) 31条(1)は，第 6次指令13
条B(a)の非課税規定を取り込んだものであり，財またはサービスの供給は，当
分の間， Schedule9で規定される種類のものであれば非課税の供給であると
された。その Schedule9の Group2が保険に関するものである。そこでは，
保険契約を締結または履行するために2000年金融サービス市場法 PartIVによ
る許可を受けた者が行う保険事業における保険または再保険の供給をはじめ，
保険ブローカーまたは保険エージェントによる一定の保険仲介に関するサービ
スの提供等も，非課税となる保険の供給として規定している。
4. 保険税と VATの関係
これまでみてきたところによると，保険税と VATの間には，保険取引に対
する消費課税として代替性ないし牽連性があるといえよう。ここでは，さらに
そのことを検証するため，保険税と VATの関係について争われた欧州司法裁
39) Id., para. 3.1. 
40) Id., para. 3.2.1. 
41) Value Added Tax Act 1983 Fl repealed on 1. 9. 1994. 
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判所 (EuropeanCourt of Justice, 以下 ECJという 。）の事件をみてみよう 。
(1) GIL事件42)
① 事件の概要
GIL保険グループ (GILInsurance Ltd and Others) は，英国で事業を行い，国
内家電に対する保険または関連サービスを提供している。グループ内の数社は
保険会社であり，それ以外はレンタル会社および保険仲介者として活動する小
売業者である。GIL保険グループは，国内家電の販売またはレンタルに関連
して販売した保険に対して高税率での保険税を支払っていたところ， Lunn
Poly事件での控訴院による判断43) を根拠に，長官に対し，納付税額の還付を
請求した。その後，この請求は棄却されたため， GIL保険グループは VAT・
関税裁判所 (VATand Duties Tribunal, London)へ上訴し，当該裁判所が先決裁
定を求めて ECJへ付託したのが本件である。
② 争点
本件は複数の争点を含むが，ここでは，保険税と VATの適用関係 （第6次
指令13条と33条）に関連する二つの点（争点 1および2) に絞ってみていく 。
争点 1は，保険料に対する高税率の課税は，第 6次指令13条による保険取引の
非課税を無効にするものであるか，争点 2は，保険税は VATの主たる特徴を
有するものであり，そのような税を加盟国が導入することは第 6次指令33条に
より禁止されると解されるべきか，である。
42) Case C-308/01 GIL Insurance Ltd and Others v Commissioners of Customs & 
Excise [2004) ECR I-04777. 
43) R v Commissioners of Customs and Excise, ex parte Lunn Poly Ltd and 
Another [1999) STC 350 the Court of Appeal of England and Wales, Civil 
Division. 当該事件では，旅行に関しては，旅行代理店を通じて販売された旅行保
険にのみ高税率が適用され，保険者が直接販売した旅行保険は標準税率に服してい
たところ，控訴院は，このような旅行保険に関する異なる税率は， EC条約87条 l
項にいう Stateaidを構成すると判示した。(See,GIL, para 10) 
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③ 当事者の主張
(a) 争点 1について44)
GIL保険グループは，保険税について，同指令13条B(a)の保険取引の VAT
非課税という結果を排除するために導入され，租税回避防止の目的を持つもの
であり，同指令の規定から逸脱する，と主張する。
国側は，第6次指令の立案者が，同指令13条B(a)の非課税にかかわらず，同
指令33条によって加盟国が保険税のような税を課す可能性を容認したと主張す
る。したがって，第6次指令は，加盟国がVATおよび取引裔税その他の税に
該当しない税を保険取引に適用することで VAT非課税による歳入損失を補填
することを認めた， と解されるべきであるとする。
(b) 争点 2について45)
GIL保険グループは，専ら高税率で課される保険税について，次のように
主張する。高税率の保険税は，保険の供給がVATの対象となる財またはサー
ビスの供給と特別に関係する場合に，その保険の供給に対して課する特別な税
であり，この特別な税は租税回避を防止するために設けられている。それゆ
え，標準税率の保険税とは異なる税とみなされる。標準税率による保険税は第
6次指令33条と矛盾しないが，高税率で課される保険税は VATの本質的な特
徴すべてを十分に示し， 一般の適用可能性を含むものであるので，同指令33条
で禁止されている取引高税を構成する。高税率の保険税は，国内家電の小売業
者による VATの標準税率の対象となる財の供給に関連する保険の販売に課せ
られるものであり，この財の供給と保険の結びつきは，高税率の保険税を課す
るための本質的な条件である。高税率の保険税は，その目的と効果に鑑みると，
第6次指令33条と矛盾し VATの共通制度の機能に欠陥を生じさせる。
一方，国側によると，保険税は第 6次指令33条により禁止される取引高税を
構成するものではなく，まさにその規定により特に認められる保険契約への課
税を構成するものである，と主張する。
44) GIL, para. 39-42. 
45) para. 24-29. 
- 36 - (1914) 
保険税の法的分析
④ ECJの判断
(a) 争点2について
ECJは， GIL保険グループの主張を斥け，保険税は二つの税率を持つ単一
の税であるので，高税率の適用に関してだけでなく標準税率も含めた全体とし
て検討すべきであるとした46)。第6次指令33条にいう租税等はすべての点で
VATと同一ではなくとも，それらが VATの本質的な特徴を有するのであれ
ば，そのような課税は禁止されるとし47>, VATの本質的な特徴は，① 一般
的に財またはサービスに関連する取引に適用する，② 取引の数に関わらず財
またはサービスの価格に比例する，③ 製造および流通の過程の各段階で課さ
れる，④ 前段階の取引で支払われた税を控除して税額が算定されるので財お
よびサービスの付加価値に課される点である48)とした上で，保険税は，関係
加盟国内のすべての経済取引に対するものではなく，特別なサービスである保
険の供給にのみ適用され，保険契約に基づく保険料に対して標準税率で課され，
自動車，国内家電および旅行に関する保険料にのみ高税率で課されること49).
さらに，保険契約の締結時に一度だけ課されるので，生産・分配過程の各段階
で課されるものではなく，財およびサービスの付加価値に適用されないという
ことも明らかである50) ことから，保険料への課税は第 6次指令33条と矛盾し
ない51)と判断した。
(b) 争点 1について
保険サービスは，第 6次指令13条B(a)によって VAT非課税である一方，当
該指令33条の規定により取引高税の性質を有さないその他の間接税の対象とな
46) para. 30. 
47) para. 31 and 32. Case 252/86 Bergandi (1998) ECR 1343, para. 10 and 11; 
Joined Cases 93/88 and 94/88 Wisselink and Others [1989] ECR 2671, para. 13 and 
14; Case C-200/90 Dansk Denkavit and Poulsen Trading [1992] ECR I -2217, 
para. 10; and Case C-28/96 Fricarnes [1997] ECR I -4939, para. 36. 
48) GIL, para. 33. 
49) para. 35. 
50) para. 36. 
51) para. 37. 
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りうるとし，このことから，あらゆる加盟国は保険契約への課税を維持または
導入し，その税に対して異なる税率を規定する権利を有する52) とした。その
上で，争点 2の判断から，保険税は第 6次指令33条により禁止される取引高税
を構成しない53)ので，保険税を課すことは，第 6次指令13条B(a)による保険
サービスヘの VAT非課税に矛盾しない54)と判断した。
(2) 若干の検討
英国では， VATの課税対象となる国内家電の販売またはサービス契約から
非課税の保険契約への振替が問題となり，保険税導入の契機となった。わが国
でもこのような問題は生じうるであろうか。金融庁は，家電保証の保険性につ
いて， 2012年5月14日付法令適用事前確認手続に基づく回答書において，少額
短期保険業者向けの監督指針III-1-1(1)(注2)55) を根拠に，物の製造販売に
付随せず，製造販売業者以外の者が一定期間内の修理サービスを保証するよう
な家電保証は保険に該当する場合がある， との判断を示している56)。この基準
に拠れば，家電販売店で家電製品の購入とともに保証期間の延長サービスを受
ける場合57)には保険に該当しないが，購入先を問わず家電製品を定額料金に
52) para. 43. 
53) para. 44. 
54) para. 45. 
55) 少額短期保険業者向けの監督指針皿ー 1-1(1)(注2)
「予め事故発生に関わらず金銭を徴収して事故発生時に役務的なサービスを提供
する形態については，当該サービスを提供する約定の内容，当該サービスの提供主
体・方法，従来から当該サービスが保険取引と異なるものとして認知されているか
否か，保険業法の規制の趣旨等を総合的に勘案して保険業に該当するかどうかを判
断する。なお，物の製造販売に付随して，その顧客に当該商品の故障時に修理等の
サービスを行う場合は，保険業に該当しない。」（下線部筆者）同様の見解として，
安居孝啓編『改訂版最新保険業法の解説』大成出版社 (2010)20頁参照。
56) 平成24年5月14日付金融庁における法令適用事前確認手続（回答書）。大石正明
「TPPと保険・共済（第23回）」保険毎日新聞2012年9月24日4-5頁。
57) この場合， 一般に家電販売店は損害保険会社と瑕疵保証責任保険を締結し，保証
延長サービスの利用者が負担する延長保証料は当該保険の保険料に充当される（篠
原拓也「保険は効用を感じてこそー一家電製品の保証期間の延長はどう判断すべ／
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より保証する会員制サービス58)の場合で製造販売に附随しないときは保険に
該当する可能性がある。結果として，わが国では，現在のところ英国のような
契約振替の問題は生じることはないと思われる。
消費課税は，直接消費税と間接消費税に区分した上で，さらに間接消費税を
「原則としてすべての物品およびサービスの消費に対して課される租税」であ
る一般消費税と「法令の定めによって特に課税の対象とされた物品やサービス
に対してのみ課される租税」である個別消費税の二つに区分することができ
る59)。OECDは，このような消費課税を， VATや GSTなど付加価値に課税
する一般的な消費課税と，保険や金融サービスに係る税などを含む特定の物品
およびサービスヘの課税という二種類に分類している60)。Tipke/Langによれ
ば， ドイツの売上税法上保険取引が非課税であるということは，保険税は個別
の消費に課せられる限りにおいて個別消費税と解され，前段階控除を有する付
加価値税に含まれない61)。ただし， ドイツの保険税の導入当初の正当化の理由
は，前述のとおり国家の財政需要の充足であったが，保険税のような特別の負
担には特別な正当化の理由が必要であるとし，保険は特に国が十分な保護を提
供していない危険に対して締結されるものであるため保険税には正当な理由は
ない， と批判的な姿勢を示している62)。批判はあるものの，これらから，保険
税は VATとは異なり個別消費税たる性質を有するといえる。
わが国での個別消費税への批判のひとつに，消費を課税物品から非課税物品
＼きか？」研究員の眼・ニッセイ基礎研究所2014年7月22日1頁）。
58) 日本経済新聞2014年8月2日朝刊 1面。
59) 金子宏 「租税法 （第19版）』（弘文堂・ 2014年） 647頁。
60) OECD, Consumption Tax Trends 2012, at 28. 
61) Tipke/Lang, Steuerrecht, 20. Aufl., Koln 2010, §8 Rz. 103. 
62) 例として，ひょう害保険および盗難保険を挙げている。すなわち，自然災害の被
災者は正当に収益税 (Ertragsteuern) を免除されており，ひょう 害保険に対する
税負担は矛盾するものである。また，国が防止できないために窃盗が増加し保険需
要が上昇するのであるから，盗難保険に対する税負担は，結局，国の保護に対して税
が支払われるということであり異常である，と指摘する。Tipke/Lang,a.a.O. §8 
Rz. 103. 
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へ振り替えさせる効果を生じるため消費中立性に欠けることが指摘されてい
る63)。しかしながら，英国の場合のように，保険税の存在は，保険取引が
VAT非課税であるため納税者の課税取引から非課税取引へという振替指向に
対する一定の抑止効果はあろう。また，英国およびドイツにおいては，保険税
の存在意義の一つに財政上の要請がある。しかし，翻って，わが国でも直ちに
保険税を導入すべしということにはならない。わが国において保険取引が消費
税非課税であることによる問題の一つに税の累積化がある64)。EUにおいて保
険税と VATには牽連性が認められるとしても，保険税の存在は VATの本質
的な問題の解決には至っていない65)。その問題解決の一つとして，欧州委員会
では保険取引への課税の選択権の導入が検討されているが，保険税との関係か
らその点に関して次に見ていくことにする。
5. 欧州委員会提案とその影響
EUにおいては， 2006年指令の大幅な改正が検討され，欧1+委員会提案66)
が出されている。そこでは，保険取引をはじめとする非課税規定の精緻化や保
険取引への課税の選択権の導入について検討されている。本稿との関係では，
保険取引に課税するという観点から課税の選択権が問題となる。
現行の2006年指令では， VAT非課税である一定の金融取引について，加盟
国の選択により VATを課することを認めている (137条）が，保険取引には
適用されていない。欧州委員会は，可能な限り，仲介を含めた金融および保
険サービスの取扱いを一致させるため， VAT課税上， 一定の金融取引につい
63) 金子宏『租税法（第19版）』（弘文堂・ 2014年） 653頁。
64) 非課税取引における税の累積化の問題に関する事件として，神戸地裁平成24年11
月27日判決（税務訴訟資料第262号ー 247(順号 12097))。
65) 保険税は，金融サービスに対する VAT非課税に関連する累積効果を単に悪化
させるだけである， という批判がある (AdrianOgley, Principles of Value Added 
Tax: A European Perspective, 1998, at 105.)。
66) Council Directive amending Directive 2006/112/EC on the common system of 
value added tax, as regards the treatment of insurance and financial services COM 
(2007) 747 final/2, OJ C8E/396. 
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てのみ認められていた課税の選択権を保険にも適用することを検討してい
る67)。EESC (European Economic and Social Committee欧州経済社会評議
会）は，加盟国が保険税を課す限りは，保険会社が特に B2C(business to 
consumer)市場で課税の選択権を適用するとは考えられず，さらに，保険税の
廃止は歳入減少となるので，加盟国が保険税を廃止あるいは軽減する可能性は
低いとの見解を示し，保険取引への課税の選択権の適用には慎重な態度を示し
ている68)。また，加盟国の多くは保険取引に対して相対的に高い税率で保険税
を課しており，保険取引に課税の選択権を認めるにあたっては保険税の負担を
考慮しなければならず，保険税は VAT非課税により限定される保険サービス
への課税を補うためのものであることを考慮すると保険税を継続するための有
効な理由はなくなるとの批判的な指摘も見られる69)。EUでは，保険税の存在
があるがゆえに，課税の選択権を保険取引に適用することは難しいのではなか
ろうか。
本稿は，わが国における保険税の導入の是非を論ずることが目的ではなく，
保険税の存在が保険取引に係る VATの制度構築に影響を及ぽしているのかを，
その法的性質を分析することによって検討するものである。ここまでの検討か
ら，保険税の存在が VAT制度に一定の影響を与えているといえよう。FTT
制度構築においても同様に考える。そうであるとすると，わが国の保険取引の
消費課税の在り方を検討するにあたって， EUの動向を追う場合には，保険税
の存在を看過することはできない。
67) Proposal for a Council Directive amending Directive 2006/112/EC on the 
common system of value added tax, as regards the treatment of insurance and 
financial services COM (2007) 747 final, OJ C55/7, Art 137a (1). 
68) Opinion of the European Economic and Social Committee on the Proposal for a 
Council directive amending Directive 2006/112/EC on the common system of 
value added tax, as regards the treatment of insurance and financial services COM 
(2007) 747 final-2007 /0267 CNS (2008/C 224/28), para. 4.9. 
69) Peter Jenkins, Option to Tax Transactions, The Tax Journal, Oct 2008, at 19. 
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6. リスクの所在と課税管轄
保険取引の課税問題のひとつに課税管轄が考えられるが，わが国では現行消
費税法上，保険取引は非課税であるためその問題は顕在化していない。さらに，
わが国では海外直接付保規制70)により，国境を跨ぐ保険契約は限定的なもの
となっている。しかし，欧州諸国では国境を跨ぐ保険取引について保険税の課
税管轄が問題となっている。わが国が関係する保険取引に起こりうる問題とし
て，保険税を素材にここで課税管轄の問題を取り上げてみたい。
損害保険第 2次指令では，その 2条で，「リスク所在加盟国」，「施設所在加
盟国」および「役務提供加盟国」を定義している。保険税の課税管轄は基本的
にはリスクの所在地によって決まるため，まずこれら 3つの定義について触れ
ておく。「リスク所在加盟国」は，保険の種類に応じて，それぞれ次に掲げる
加盟国とされる (2条(d)。① 建物に関する保険の場合，または同一の保険証
券によって保護されている建物およびその内容物に関する保険の場合は，その
財産 (property)が所在する加盟国，② あらゆる種類の乗り物 (vehicle) に関
する保険は登録加盟国，③ 保険種目に関らず，旅行または休暇のリスクを保
障する 4か月以下の期間の保険証券は，保険契約者が保険証券を締結した加盟
国，④ 上記以外の場合は，保険契約者が常居所 (habitualresidence) を有する
加盟国，保険契約者が法人である場合には契約に係るその法人の施設が所在す
る加盟国とする。リスクを保障する（危険の引受側の）施設が所在する加盟国
(2条(e) を「施設所在加盟国」といい，リスクが他の加盟国に所在する施設
によって保護される場合にはそのリスクが所在する加盟国を「役務提供加盟
国」という (2条(f)。保険事業者 (undertaking) は， EU域内あるいは EU域
外に本店を有する保険事業者で損害保険指令第 1次指令71)6条により免許を
70) 日本に支店等を設けない外国保険業者は，原則として， 日本に住所若しくは居所
を有する人若しくは日本に所在する財産又は日本国籍を有する船舶若しくは航空機
に係る保険契約を締結してはならないとされている（保険業法186条 1項）。
71) First Council Directive 73/239/EEC of 24 July 1973 on the coordination of laws, 
regulations and administrative provisions relating to the taking-up and pursuit /' 
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受けた保険事業者をいう (2条(b))。施設 (establishment)は，保険事業者の本
店，代理店または支店をいい (2条(C))' 加盟国内の保険事業者の恒久的存在
(permanent presence)は，それが支店または代理店の形態でなく管理事務所に
すぎなくても支店または代理店と同様に扱われる (3条）。
リスクの所在地について，英国では， 2000年金融サービス市場法 (Financial
Services and Markets Act 2000) に基づき制定された規則 (FinancialServices and 
Markets Act 2000 (Law Applicable to Contracts of Insurance) Regulations 2001 (SI 
2001/2635)) 2条(d)で規定され， ドイツでは，保険税法 1条 2項 1文で規定さ
れるが，いずれも上記損害保険第 2次指令 2条(d)にほぼ則したものとなってい
る（同法 2条(2))。
ここでは， ドイツの規定をみておこう 。保険者の設立所在地により，課税対
象が大きく二つに分かれる。
まず， EU加盟国または欧州経済圏内で開業した (niedergelassen)保険者と
の保険関係であれば，次に掲げるリスクに対する保険に関して納税義務が生じ
る（保険税法 1条2項 1文）。
① 目的物 (Gegenstande)がこの法律の施行地内にある場合に，不動産，特
に，建物 (Bauwerke)および設備 (Anlagen) に関連するリスク，並びに営
業上の運送物 (Durchfuhrgut)以外でその不動産内にある物 (Sachen) に関
連するリスク
② この法律の施行地内で，公式または公認の登記簿に登録すべき，または
登録されているあらゆる種類の乗り物 (Fahrzeug), および識別登録標識
を付与されたあらゆる種類の乗り物に関連するリスク
③ 保険契約者が保険関係の成立のために必要な法的行為 (Rechtshandlung)
をこの法律の施行地内で行う場合に， 4ヶ月以内の保険関係に基づく旅行
または休暇リスク
',. of the business of direct insurance other than life assurance, as amended by 
Council Directive 84/641/EEC of 10 December 1984 amending, particularly as 
regards tourist assistance, the First Directive (73/239/EEC). 
- 43 - (1921) 
関法第64巻第6号
さらに，保険契約者が自然人で，その者が保険対価の支払の際にこの法律の
施行地内に住所または日常の居所 (gewohnlichenAufenthalt) を有している場合，
または，保険契約者が自然人以外で，保険対価の支払の際に保険関係にある企
業 (Unternehmen), 事業所 (Betriebsstatte) または当該施設 (Einrichtung)の所
在地がこの法律の施行地内にある場合に，保険によって上記①から③以外のも
のが保護されるときは，納税義務がある（保険税法 1条 2項 2文）。
一方， EU域外および欧州経済圏外で開業した保険者との保険関係であれば，
次に掲げる場合に納税義務が生じる（保険税法 1条 3項）。
① 保険契約者が，保険対価の支払いの際に，住所あるいは日常の居所また
は所在地をこの法律の施行地内に有する場合
② 保険関係の設定時にこの法律の施行地内にある目的物に保険を掛ける場
合
③ 保険関係が，この法律の施行地内にある企業，事業所その他の施設と直
接または間接的に関係がある場合（特に，企業，事業所その他の施設の構成
員に対する事業所賠償責任保険 (Betriebss ta ttenhaf tp flich tvers icherung) また
は専門職業賠償責任保険 (Berufshaftpflichtversicherung)の場合）
上記③ （保険税法 1条 3項 3号）は， 2012年12月5日付取引税改正法 (Ver-
kehrsteueranderungsgesetz) によって追加されたものであり，次に見る二つの裁
判は改正前のものである。この改正規定は，例えば，外国親会社が国内外のグ
ループ会社のリスクを保護するために一括して外国保険会社と保険契約を締結
した場合に適用されるものである。次に見る Kvaerner事件の EC]判決に対
応した内容であり，さらにその範囲を EU域外の保険者との保険関係に広げ
るものとなっていることから，この改正によって国内の損害賠償リスクは保険
税の課税対象となることが明確化されたといえよう。
以下では，課税管轄が争われた EC]判決とその後に提起されたドイツ財政
裁判所事件から，リスクの所在と課税管轄の捉え方について見ていく 。
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Kvaerner 
グループ
内の事業
に係る保
険契約
（英国）
100%所有
:---------------
保険料
保険会社
① 事件の概要
保険税の法的分析
子会社
John Brown 
plc. 
（オランダ）
100%所有
Invoice送付
-+-----------------• 
保険料相当額支払
孫会社
John Brown 
BV 
オランダ課税当局は，
Kvaernerに対し， John
Brown BVの事業リスク
がオランダに所在すると
して保険税を課税。
Kvaerner (英国の会社）は， JohnBrown pie. (英国の会社）の全株式を保
有し， JohnBrown pie. を通じて，オランダに設立された JohnBrown 
Engineers en Constructors BV (以下，「JohnBrown BV」という 。）の全株式
を保有していた。Kvaernerは，そのグループ内の事業 (undertaking) を保護す
るために，英国の保険会社に専門的損害賠償保険 (professionalindemnity 
insurance) , 全世界総合保険 (worldwideumbrella insurance)および全世界異常災
害保険 (worldwidecatastrophe insurance) を掛けた。その保険契約の被保険者は，
Kvaemer自身，その子会社および関連会社である。Kvaernerは，これらの契
約に関する保険料を保険会社へ直接支払い， JohnBrown BVの指図によらず，
John Brown BVの営業活動を保険保護の範囲に含めていた。JohnBrown BV 
の営業活動に関係するリスクについて Kvaernerが保険会社に支払った保険料
に関しては， JohnBrown pie. を通じて JohnBrown BVにインボイスが送られ，
John Brown BVは JohnBrown pie. を通じて Kvaernerに保険料相当額を支
72) Case C-191/99 K vaerner pk v Staatssecretaris van Financien [2001] ECR 
1-04447. なお，筆者はオランダ法原文を解せないため，本件に関するオランダ法
の記述はこの判決書の英文に依拠している。
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払った。
1995年11月17日，オランダ課税当局は，取引税に関するオランダ法 (Wet
op belastingen van rechtsverkeer, 以下「WBR」という。） 25条(3)により，
Kvaernerに対し， 1990年 7月 1日から1994年 5月31日までの期間に， John
Brown BVの営業活動に関係するリスクの保護のために， JohnBrown pie. を
通じて JohnBrown BVが Kvaernerに支払った保険料相当額について，その
リスクがオランダに所在する限り，その保険契約につき保険税を支払うよう求
めた。
Kvaernerは異議を申し立てたが，課税当局が決定をしたため，その決定に
対しアムステルダム裁判所に控訴した。1997年5月16日判決で，アムステルダ
ム裁判所は，課税当局の決定を支持したため， Kvaernerは，オランダ最高裁
判所 (theHoge Raad der Nederlanden)に破棄を求めて上告した。最高裁判所は，
次の三つの争点につき， ECJに付託した。
い） 損害保険第 2次指令 2条(c),(d)および3条に基づき，保険税を課す加盟
国で設立された子会社あるいは孫会社の事業に係る保険に対して，他方の
加盟国で設立された保険者に支払われた保険料に関し，子会社等の所在す
る加盟国が他方の加盟国の法人に保険税を課することは認められるのか。
(i) 保険契約者が全体の親会社ではな<. グループ会社（例えばキャプティ
ブ保険会社）である場合には，争点 1の判断に何らかの違いが生じるか。
(ii) 付保されたリスクに関する保険料が子会社あるいは孫会社によって（全
体としてあるいは部分的に）負担されていない場合には，争点 1および2
の判断または「保険契約者」あるいは「リスク所在加盟国」の解釈に何ら
かの違いが生じるか。
② オランダ法
オランダでは，「保険契約 (insuranceagreements)への税」と称せられる課税
は，オランダに所在するリスクを保護する保険に課せられる (WBR20条）。
そして，保険によって保護されるリスクが所在する場所については，次のよう
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に規定されている（同21条）。
(i) 保険によって保護されるリスクは，保険契約者がオランダの居住者であ
る場合，または保険契約者が法人であり，その契約に関連するその法人の
施設がオランダに所在する場合には，オランダに所在するものとする。
(i) (i)が適用されない場合に，その保険がオランダに所在する建物および運
送を目的とする物品以外のその建物の備品に関するものであるときは，そ
の保険が保護するリスクはオランダに所在するものとする。
(i) (i)に該当しない場合に，その保険が他の EU加盟国に所在する建物お
よび運送を目的とする物品以外のその建物の備品に関するものであるとき
は，その保険が保護するリスクはオランダに所在しないものとする。
(iv) い）の適用上，施設とは，法人の主たる施設その他いかなる形態であれそ
の法人のあらゆる恒久的存在 (permanentpresence) をいうものとする。
③ ECJの判断
損害保険第 2次指令 2条(c)および(d)で用いられている「施設 (establish-
ment)」について， 2条(c)にいう施設は， 2条(6)の「保険事業者 (undertaking)」
の定義に照らして保険を提供する保険事業者の施設を構成し， 2条(d)にいう施
設は，保険契約者の施設を構成し，これらの二つの意義は区別すべきである73)。
2条(c)でいう保険事業者の施設は， 3条により「代理店または支店」の概念を
拡張したと解釈すべきであるが，子会社までも含むとはいえない74)。損害保険
第3次指令において「支店」と「子会社」を分けて定義しているため (1条(b)
および(i))' 子会社を第 2次指令2条(c)でいう代理店または支店と同様に扱う
と解釈上の問題が生じる可能性があり，よって，第 2次指令2条(c)の「施設」
の定義は，子会社を含まない75)。一方， 2条(d)の「施設」は，「リスク所在加
盟国」を決定するために用いられるものであり，保険契約者の施設を指すため，
2条(c)でいう施設の意味を有しないが，保険契約者である法人の子会社または
73) Id., para. 31. 
74) para. 39. 
75) para. 40 and 41. 
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孫会社を含むのかについてさらに判断する76)。それぞれのリスクに対応する具
体的な要因は特定の加盟国にあるとの見地から， 2条(cl)は，付保されるすべて
の種類のリスクが所在する国を，法的基準ではなく具体的 (concrete)かつ物
理的 (physical) な基準に基づいて決定しようとするものである77)。
リスクが所在する場所を課税管轄国の決定基準にすることで，異なる加盟国
の保険者間の競争の妨害を排除することができる78)。リスクは複数の施設に対
応しないため，各々のリスクに一の施設，すなわちーの加盟国が対応すること
になるので， リスク所在加盟国を課税管轄とすることで，二重課税は生じず，
また，施設の存在およびその施設に関連して付保されたリスクは，客観的に証
明できる要因に関連するため，保険契約者は，特定の加盟国での納税義務を回
避できない79)。
委員会の目的は，指令2条(cl)および25条（リスク所在地国課税）により，可
能な限り，保険契約者の法的状況を無視し，保護されるリスクを有する活動の
場所に焦点を絞って，課税権が具体的かつ客観的な基準に基づき認識されるべ
きであることを確実にすることであるにもかかわらず， 2条(cl)の「施設」につ
き子会社を排して解釈することは， リスクの場所の概念および納税義務が人為
的に利用されることになり，指令によって競争の妨害を減じるという目的に逆
行し，状況によってはリスクの場所を決定できない可能性があり，指令25条の
趣旨と一致しない80)。よって，保険契約者である法人の子会社および孫会社を
含むとして解釈されなければならない81¥
上記判断は，保険税を課す加盟国に設立された子会社または孫会社の事業リ
スクを保護するために，他方の加盟国に設立された法人が保険者（第三国に設
立されたものも含む）に支払った保険料に関して，前者の加盟国が保険税を課
76) para. 42 and 43. 
77) para. 44. 
78) para. 50. 
79) para. 51. 
80) para. 52. 
81) para. 53. 
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することを認めるものであり，保険料を支払う法人と事業リスクが保護される
法人が，同じグループ内の親子会社以外の関連会社である場合に違いは無い82¥
さらに，インボイスおよび支払に関するグループ会社内の内部協定のような主
観的な基準は，脱税 (taxevasion) を惹起しうるため，リスク所在加盟国，す
なわち保険取引への課税管轄権を有する加盟国の決定に影響を与えることはで
きない83¥
(2) 保証保険事件84)
（ドイツ）
x社コンツェルン
基本保険
契約
被冒□保険会社7社［
！ 
ー.— • •一• •一 ・・ ー ・・ —..—·· - ··-·· ― •• —· ·-·· 」
① 事件の概要
原告は，保証
保険にかかる
保険対価の保
険税を負担
（ノルウェー ）
原告は化学工場，精製工場などの工場建設を行うドイツ所在の法人であり，
X社のコンツェルンに属している。 2003年4月に原告は，ノルウェーのコンツェ
ルンNからノルウェーのZ地における塩素アルカリ電解工場建設の注文を受け，
その工場は2005年7月に完成した。この工事注文 (Montageauftrag)は，原告
82) para. 57. 
83) para. 59. 
84) FG Mi.inchen, Urteil vom 21. 4. 2010-4K2880/05 (DStRE2010, 1524). 
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とノルウェーのM社との契約によっている。この契約で，原告は，工場建設だ
けでなく，工場引渡し (Abnahme)から 2暦年の間の保証 (Garantie)引受義務
を負う。その保証義務は，保証期間中に工場施設およびそこに取り付けられた
器材 (Materialien)が取決め通りで欠陥がないことを保証する。
原告は，契約遂行のために，ノルウェーの Z地にある工事現場 (Montage-
standort) に事業所 (Betriebsstatte) を設けた。この工事注文から生じる原告の
リスクは，同じコンツェルンに属する X2社が被呼出人 (Beigeladene, 以下
B社とする。）と締結した2003年10月1日以降有効な基本保険契約に基づき，
主としてB社によって保障される。 X2社およびB社はドイツに所在している。
原告は，ノルウェーでの具体的な計画に関連して，さらに， B社および保険
会社 7社から成る保険コンソーシアムによる工事条件相違保護保険 (Montage-
Konditionsdiff erenzschutz-V ersicherung)および保証保険 (Garantie-Versicherung)
を締結した。B社は，この共同保険のうち40%部分を引き受け，保険契約の特
約に基づき，いわゆる幹事保険会社としての役割を担っていた。すなわち， B
社は，共同保険の範囲内で，法律行為上，全権委任されており，必要であれば，
訴訟追行の権限だけでなく，保険料の徴収の権限も与えられていた。B社は，
2004年7月26日に，自己の名で，工事条件相違保護保険および保証保険に関す
る統一保険証券を発行した。それぞれの保険契約は，ノルウェーでの工場建設
に関するものであり， 2004年4月1日から2005年10月14日までの工事期間を含
み，保証については保険期間が2005年10月15日から2006年10月15日まで延長さ
れていた。保証保険では，保険者は，注文主 (Besteler)への引渡し後，保守期
間内での構造上の欠陥，資材の傷などに対する損害補償 (Entschadigung)を行う。
B社側は， B社が徴収した原告との保証保険の保険対価 (Versicherungs-
entgelt)のみを保険税の対象とし，申告をした。これに対し，原告は保証保険
に基づく保険税確定 (Versicherungsteuerfestsetzung)の取消を求め提訴した。争
点は，原告がB社と締結した保証保険に関して支払った保険対価は保険税の対
象となるのか，である。
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② 裁判所の判断
工事条件相違保護保険と保証保険の間には，保険税法 1条 2項 1文85) (現 1
条2項 2文）により工事条件相違保護保険に関して納税義務が成立しないとい
う法律効果が保証保険にまで及びうる，というような統一的な保険関係はない。
連邦裁判所の判断によれば，本件のように，別々の独立した保険約款 (Ver-
sicherungsbedingungen)および別々に保険料が算定される固有の保険料表
(Tarife)が存在する場合には，同一の契約当事者の独立した保険関係は保険税
法上にいう統一的な保険関係に含めるべきではない。
工業用施設建設のために原告はノルウェーに事業所を設立したのであるから，
保証保険に対する保険対価の保険税の納税義務は，保険税法 1条 2項 1文に
よって免れない。その理由は以下のとおりである。
第一に，国内の保険者（例えばB社）と締結された保険に対する保険対価の
支払いについては，その保険契約が国内に所在する物的会社（本件の場合原
告）と締結されたとしても保険関係が国外にある企業，事業所あるいは施設
(Einrichtung) に適用される場合には，保険税法 1条 2項 1文により保険税は生
じない。原告がB社と締結した訴外組立条件相違保護保険は，ノルウェーの事
業所に関係するものである。その組立保険は，組立から操業開始までの間に生
じる機械および鋼鉄組立の際の予期できない損害を内容とし，あらゆる危険補
償 (Allgefahren-Deckung) を行う 。例えば機械，装置，機械施設あるいは電子
施設並びに付属の交換部品といった組立物件に付保されるものであり，純然た
る物保険である。原告が保険をかけた組立リスクは，原告がノルウェーで建設
している工業施設に関係し，ノルウェーにある原告の事業所と十分に関連して
いるため，保険税法 1条 2項 1文により，組立保険に対する保険対価に係る納
税義務はない。
一方，保証保険あるいは機械保証保険は，物の瑕疵による物的損害が付保さ
85) 欧）・1-経済共同体加盟国の域内で開業した保険者と保険関係がある場合に，保険契
約者が自然人でないときは，保険対価の支払の際に，保険関係が関係する企業，事
業所あるいは当該施設が国内にある場合に限り納税義務が生じる。
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れている対象物に係るリスクをカバーするという技術的には保険である。あら
ゆる危険補償を行うものではなく，契約に定められた設計，資材，鋳造，算定，
作業場または組立などの誤りによる間接損害に限られている。保証保険は，エ
場や設備の建造または組立に関連して，工場の引渡し後の損害賠償リスクの
ヘッジに役立つものである。この保険に特徴的なリスクは，物的リスクではな
く，損害補償を原因とする財産リスク (Vermogensrisiken) に重点がある。よっ
て，保証保険に係る保険関係はノルウェーの一時的な組立事業所ではなく原告
に直接関係し，保証責任リスクは原告自体が負担すべきものである。
さらに，保証保険は，保険税法 1条 2項2文1号 （現 1条 2項 1文1号）の
特別要件（固定資産に関するリスクについては， 目的物が国内にあること）に
も該当しない。保証保険は，ノルウェーで建設される工業施設自体に関係がな
く，原告にとっては万ー保証期間に生じるかもしれない損害賠償請求の保護に
資するものであり，保証保険によりヘッジされたリスクは，物的リスクそのも
のではないため，ノルウェーの工業施設にも関連がない。
よって，本件保証保険の保険対価は保険税の対象になるとされた。
(3) 小括
ECJ判決では，国境を跨ぐ保険関係の場合の保険税の課税管轄は，課税上
の弊害を避けるため，法的基準を採用するのではなく，課税管轄が唯一無二に
決定されるよう具体的かつ物理的基準に基づくリスク所在加盟国とする。また，
ドイツ財政裁判所判決によると，統一保険証券であっても，リスクの態様（物
的リスクか否かなど）を精壺して保険種類ごとに区分してリスクの所在地を判
断している。
EUでは，保険税の二重課税あるいは課税の空白を避けるため， 一元化でき
る基準としてリスクの所在地基準を採る86)。すなわち，この具体的かつ物理的
86) わが国では，例えば，税目が異なるが，保険事業に係る所得の内外判定は， リス
クの所在地基準ではなく，契約地主義によっている （法人税法138条 1号・同施行
令176条 1項 5号， 所得税法161条 1号・同施行令279条 1項 5号）。保険事業の国／
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な基準は，保険取引の課税管轄を決する基準としては一義的に定まるため優れ
ているといえよう 。ただし，リスク所在地の判断要素の一つである保険契約者
たる法人の「施設」は，当該法人の子会社や孫会社を含む広範な概念とされて
いる。ドイツでは， 2012年に保険税法の改正を行ったが，その改正はドイツに
関連会社を有する EU域外の法人にも関係する場合もあり得る。そのため，
保険税の課税管轄の問題は，わが国企業の保険契約締結の意思決定に影響を及
ぼす可能性がある。
おわりに
本稿では，英国およびドイツにおける保険税制度を中心に，その沿革および
VATと保険税の関係について検討し保険税の法的性質について分析を行った。
「1.EU指令における位置づけ」で触れたように， VAT指令の目的は，取
引高税による競争上の歪みを VATの導入によって排除するとともに， VAT
の共通システム機能を維持することにある。さらに， EU保険関係指令が保険
税のような課税を認めるのは，すでに多くの加盟国で様々な方法で導入されて
おり，既存の税制を適用するほうが保険サービスの競争上の歪みが改善される
との考慮による。GIL事件で， ECJは， VATの本質的な特徴を 4つ挙げ，
それらを保険税と対比し，両者の本質は異なると判断し， VATの標準税率に
等しい保険税課税を認めた。英国においては保険税の導入の目的がそもそも
VAT負担回避の防止であり，さらに保険税負担回避を防止するため，保険税
の高税率は VATの標準税率に連動させている。
ある論者によれば，政府は一般的に潜在的な歳入源泉を放置しないものであ
り，加盟国の多くは「埋め合わせ的な (compensating)」税として保険料に特別
な税を導入しているとする87)。この立場は，まさに英国側が GIL事件で主張
している点，すなわち， VAT指令による保険税等の特別な税の容認は，加盟
＼際化が進む中では，所得課税においても課税管轄は益々重要となってこよう 。
87) Adrian Ogley, Principles of Value Added Tax: A European Perspective, 1998, 
at 105. 
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国が VAT非課税の結果として生じる歳入損失を補填することを認めたもので
ある，という点にも表れている。英国としては保険税を VAT非課税による歳
入損失の補填としても位置づけているといえよう。
これらの点を勘案すると， VATと保険税は異なる税目ではあるが，保険取
引への消費課税という視点からは，その本質が違うため代替的であるとまでは
言えないとしても，制度上一定の牽連性が認められる。それは，保険税と
VATは補完的な関係にあるといえ，付加価値の算定が一般に困難といわれる
保険取引に対して，如何に消費課税を行うべきか， という際に一つの指針を示
すものといえよう 。
英国における保険税の分析から，保険税は，保険が絡む複合取引の価格操作
により VAT負担を回避する行為を防止する機能も含むことがわかる。EUの
保険取引への消費課税は， VATという単独税目の枠内で考えるのではなく，
保険税も含めて制度構築が行われている。本稿は，わが国での保険税導入とい
う積極論を展開するものではないが， EUにおいては，保険税の歴史的背景と
VATとの関係は無視できないものであり，今後のわが国消費税における保険
取引の取扱いを EUの動向を参考に検討する場合には，この背景への一考を
要する。
さらに，本稿では，保険税の課税管轄について ECJとドイツ財政裁判所判
決を概観し， EUにおけるリスクの所在の判断基準とその問題に触れた。わが
国では，現行消費税法上，保険取引は消費税の課税対象とならないため，現時
点では消費税に関して保険取引の課税管轄が問題になることはない。しかし，
今般のドイツの改正のように，保険税がわが国の法人に影響を及ぽすことはあ
り得る。今後のわが国の方向性如何にもよるが，国境を跨ぐ保険取引を課税上
考慮する際には，この課税管轄の問題は避けて通ることはできない。
EUの VATおよび保険税の動向については'FTTとの関係も含め，今後
も注視していきたい。
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